
別記第94号様式 

 

交付事業に係る工事完成届 

 

年  月  日   

北海道〇〇総合振興局長・振興局長 様 

 

交付事業者 住所                

 

氏名 
法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名

     

 
 
   事業名： 

 

    年  月  日付け（記号）第  号指令で補助金等の交付の決定を受けた

上記事業（事務）に係る建設工事は、  年  月  日完成したので届け出ます。 

 

 

 

本件責任者  氏名・連絡先 

担 当 者  氏名・連絡先 

 

 

 

注 １ 「    年  月  日付け（記号）第 号指令」については、当初の交付決

定の年月日、番号を記載すること。 

２ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。 

 



別記第95号様式 

 

交付事業に係る工事完成検査調書 

 

年  月  日   

 

 

１ 事業名  

 

 

  ２ 工事目的物の名称 

 

 

  ３ 着工日 

       年  月  日 

  

 ４ 完成日 

      年  月  日 

     

  ５ 交付事業者等 

 

 

  上記の建設工事は、検査の結果、交付金の交付の決定の内容及びこれに付けた条

件のとおり完成したことを認めます。 

 

   年  月  日 

 

                      所 属 

 

検査員 

 

                      職氏名 

 

 

 

注 １ 検査の結果不合格の場合は、本文を「上記の建設工事は、検査の結果、次の理由

により不合格と認めます。」と書き換えた上、その不合格の理由をこの様式の下方

に詳細に記載すること。 

２ この様式には、必要に応じ資料を添付すること。 

 



別記第 100号様式 

 

地域づくり総合交付金 事業実績報告書 

年  月  日   

北海道〇〇総合振興局長・振興局長 様 

    住所                

事業者                  

氏名（法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名）    

  事業名                  

 

     年  月  日付け（記号）第  号指令で地域づくり総合交付金の交付の

決定を受けた上記の事業は、  年  月  日完了したので、関係書類を添えて報告

します。 

記 

１ 事業の内容 

 

 

 

 

２ 事業実施成果 

 

 

 

 

３ 口座振替払の振込先銀行等の名称、支店名及び口座番号 

 振込先銀行等の名称 支  店  名 口 座 番 号  

   普通 
当座  

 

 

本件責任者  氏名・連絡先 

担 当 者  氏名・連絡先 

 

注 １ 「  年  月  日付け（記号）第 号指令」については、当初の交付決定

の年月日、番号を記載すること。 

  ２ 「１ 事業の内容」及び「２ 事業実施成果」については、詳細かつ具体的に

記載すること。 

３ 「口座振替払の振込先銀行等の名称、支店名及び口座番号」欄については、口

座振替払を希望する場合に記載すること。 

４ 事業の期間が２年度以上にわたる場合で、道の会計年度が終了したときに使用

する場合は、この様式中「完了」とあるのを「執行」と訂正して使用すること。 

５ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。 



別記第103号様式その１ 

地 域 づ く り 総 合 交 付 金 精 算 書                     （ ソ フ ト 事 業 ） 

区分 

計         画 実         施 

交 
 

付 
 

率 

交付金の交

付の決定 
交付 

 

金精 

 

算額 

 
 

交付 

 

金領 

 

収済 

 

額  

 

交付金

精算額

に対す

る領収

未済額 
 

（Ｎ－

Ｏ）  

交付事業に係る経

費の債務確定額 
不用額 

 

（Ｍ－ 

 

Ｎ）  

 

 

備考 

交付事 
 

業に要 
 

する経 
 

費   

交付 

 

対象 

 

経費 

寄附金 

差引 

 

所要 

 

額  

交付 

 

基本 

 

額  

交付事 

業に要 

した経

費   

交付 

 

対象 

 

経費 

寄附金 

差引 

 

所要 

 

額  

交付 

 

基本 

 

額  

年月 

 

日  

 

番号 

金額 

支払 

 

済額 

支払 

 

未済 

 

額  

計 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ  

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円   円 円 円 円 円 円 円 円  

                      

                      

                      

                      

合計                      

注 １ 「区分」欄には、事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該交付事業において区分すべきこととされている

事項）を記載すること。 

２ 「計画」欄には、申請の際の額（変更の承認（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

３ 「寄附金」欄には、市町村、一部事務組合、広域連合が実施する事業において、交付対象経費に使途を限定して得た寄附

金がある場合に記載すること。 

４ 「交付金の交付の決定」欄中「年月日番号」欄には当初の交付決定の年月日、番号を記載し、「金額」欄には交付決定額

（変更（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

５ 「交付金精算額」欄には、実施に係る交付基本額（Ｊ）に交付率（Ｋ）を乗じて得た額を記載すること。ただし、交付金

の算出が他の方法によっている場合は、その方法により算出した額を記載し、かつ、「備考」欄にその算出方法を明記する

こと。 

６ 「交付事業に係る経費の債務確定額」欄中「支払済額」欄には、間接補助事業等の場合にあっては交付事業者が間接補助

事業者等に交付する補助金等の支払済額を記載すること。 



別記第 103号様式その２ 
 

地 域 づ く り 総 合 交 付 金 精 算 書                      （ソフト事業：まち・ひと・しごと創生寄附活用事業） 

区

分 

計        画 実        施 交 

付 

率 

交付金の交付

の決定   

交 付 

 

金 精 

 

算 額

  

  

  

  

法 人

か ら

受 け

た 寄

附 金 

 

 

 

(Ｊ－

Ｏ) 

 

交付金
再精算
額 

(Ｎと
Ｐのい
ずれか
低い
額) 

交付

金等

領収

済額

   

交付金
再精算
額に対
する領
収未済
額 

（Ｑ－
Ｒ） 

交付事業に係る 

経費の債務確定額 

不 用 額 

 

(Ｍ－Ｑ)

  

 

備 考 

交 付
事 業
に 要
す る
経費 

交 付 
 

対 象 
 

経 費 

寄附 
 
金 
 
 

差 引 
 
所 要 
 
額 

交 付 
 
基 本 
 
額 

交付
事業
に要
した
経費 

交 付 
 
対 象 
 
経 費 

寄附 
 
金 
 
 

差 引 
 
所 要 
 
額 

交付 
 
基本 
 
額 

年月 
 
日  
  
番号 

金額 

支払 

 

済額 

支払

未済

額  

計 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

 

Ｅ 

 

Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ Ｖ Ｗ 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円   円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円  

               
   

       

               
   

       

               
   

       

               
   

       

合

計 
              

   
       

注 １ この様式は、地域づくり総合交付金の実績報告をする事業が、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業である場合に使用すること。 

２ 「区分」欄には、事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該補助事業等において区分すべきこととされている事項）を記載する

こと。 

３ 「計画」欄には、申請の際の額（変更の承認（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

４ 「寄附金」欄には、市町村、一部事務組合、広域連合が実施する事業において、交付対象経費に使途を限定して得た寄附金がある場合に記載

すること。ただし、８の「法人から受けた寄附金」を除く。 

５ 「交付金の交付の決定」欄中「年月日番号」欄には当初の交付決定の年月日、番号を記載し、「金額」欄には交付決定額（変更（達による変

更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

６ 「交付金精算額」欄には、実施に係る交付基本額(Ｆ)に交付率(Ｇ)を乗じて得た額を記載すること。ただし、交付金の算出が他の方法によっ

ている場合は、その方法により算出した額を記載し、かつ、「備考」欄にその算出方法を明記すること。 

７ 「交付事業に係る経費の債務確定額」欄中「支払済額」欄には、間接補助事業等の場合にあっては交付事業者が間接補助事業者等に交付する

補助金等の支払済額を記載すること。 

   ８ 「法人から受けた寄附金」欄には、当該まち・ひと・しごと創生寄附活用事業を実施するために法人から受けた寄附金（交付対象経費に係る

分）の実績額を記載すること。 



別記第 103号様式その３ 
 

地 域 づ く り 総 合 交 付 金 精 算 書                      （ソフト事業：地方創生推進交付金事業（先駆タイプ）関連事業） 

区

分 

計        画 実        施 交 

付 

率 

交付金の交付

の決定   

交 付 

金 精 

算 額

(通常

分) 

  

   

地方創

生推進

交付金

確定額 

× 

1/10 

Ｎ 

× 

1/2 

交付金
(加算
額) 
(Ｏと
Ｐのい
ずれか
低い
額) 

交付

金再

精算

額 

(Ｎ＋

Ｑ) 

交付

金等

領収

済額 

交付金
再精算
額に対
する領
収未済
額 

（Ｒ－
Ｓ） 

交 付 事 業 に 係 る 

経費の債務確定額 

不 用 額 

 

(Ｍ－Ｒ)

  

 

備 考 

交 付
事 業
に 要
す る
経費 

交 付 
 

対 象 
 

経 費 

寄附 
 
金 
 
 

差 引 
 
所 要 
 
額 

交 付 
 
基 本 
 
額 

交付
事業
に要
した
経費 

交 付 
 
対 象 
 
経 費 

寄附 
 
金 
 
 

差 引 
 
所 要 
 
額 

交付 
 
基本 
 
額 

年月 
 
日  
  
番号 

金額 

支 払 

 

済 額 

支 払

未 済

額   

計 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

 

Ｅ 

 

Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ Ｖ Ｗ Ｘ 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円   円 円 円 円 円 円 

 

円 円 円 円 円 円  

               
    

       

               
    

       

               
    

       

               
    

       

合

計 
              

    
       

注 １ この様式は、地域づくり総合交付金の実績報告をする事業が、地方創生推進交付金事業（先駆タイプ）の関連事業である場合に使用すること。 

２ 「区分」欄には、事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該補助事業等において区分すべきこととされている事項）を記載する

こと。 

３ 「計画」欄には、申請の際の額（変更の承認（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

４ 「寄附金」欄には、市町村、一部事務組合、広域連合が実施する事業において、交付対象経費に使途を限定して得た寄附金がある場合に記載

すること。 

５ 「交付金の交付の決定」欄中「年月日番号」欄には当初の交付決定の年月日、番号を記載し、「金額」欄には交付決定額（変更（達による変

更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

６ 「交付金精算額」欄には、実施に係る交付基本額(Ｆ)に交付率(Ｇ)を乗じて得た額を記載すること。ただし、交付金の算出が他の方法によっ

ている場合は、その方法により算出した額を記載し、かつ、「備考」欄にその算出方法を明記すること。 

７ 「交付事業に係る経費の債務確定額」欄中「支払済額」欄には、間接補助事業等の場合にあっては交付事業者が間接補助事業者等に交付する

補助金等の支払済額を記載すること。 

   ８ 「地方創生推進交付金確定額」欄には、地方創生推進交付金（先駆タイプ）の確定額に10分の１を乗じて得た額を記載すること。 



別記第 103号様式その４ 

地 域 づ く り 総 合 交 付 金 精 算 書                       

（ソフト事業：まち・ひと・しごと創生寄附活用事業兼地方創生推進交付金事業（先駆タイプ）関連事業） 

区

分 

計        画 実        施 交 

付 

率 

交付金の交付

の決定   交 付 

金 精 

算 額

(通常

分) 

地方創

生推進

交付金

確定額 

× 

1/10 

Ｎ 

× 

1/2 

交付金
(加算
額) 
(Ｏと
Ｐのい
ずれか
低い
額) 

交付金

(通常

分＋加

算額) 

(Ｎ＋

Ｑ) 

法 人

か ら

受 け

た 寄

附金 

(Ｊ

-

Ｓ) 

交付金

再精算

額(Ｒ

とＴの

いずれ

か低い

額) 

交付

金領

収済

額 

交付金
再精算
額に対
する領
収未済
額 

（Ｕ－
Ｖ） 

交 付 事 業 に 係 る 

経費の債務確定額 

不 

用 

額 

 

(Ｍ－

Ｕ)  

 

備 

 

考 

交 付
事 業
に 要
す る
経費 

交 付 
 

対 象 
 

経 費 

寄附 
 
金 
 
 

差 引 
 
所 要 
 
額 

交 付 
 
基 本 
 
額 

交付
事業
に要
した
経費 

交 付 
 
対 象 
 
経 費 

寄附 
 
金 
 
 

差 引 
 
所 要 
 
額 

交付 
 
基本 
 
額 

年月 
 
日  
  
番号 

金額 

支 払 

 

済 額 

支 払

未 済

額   

計 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

 

Ｅ 

 

Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ Ｖ Ｗ Ｘ Ｙ Ｚ α 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円   円 円 円 円 円 円 

 

円 円 円 円 円 円 円 円 円  

               
       

       

               
       

       

               
       

       

               
       

       

合

計 
              

       
       

注 １ この様式は、地域づくり総合交付金の実績報告をする事業が、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業であり、かつ地方創生推進交付金事業（先駆タイプ）の関

連事業である場合に使用すること。 

２ 「区分」欄には、事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該補助事業等において区分すべきこととされている事項）を記載すること。 

３ 「計画」欄には、申請の際の額（変更の承認（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

４ 「寄附金」欄には、市町村、一部事務組合、広域連合が実施する事業において、交付対象経費に使途を限定して得た寄附金がある場合に記載すること。ただ 

し、８の「法人から受けた寄附金」を除く。 

５ 「交付金の交付の決定」欄中「年月日番号」欄には当初の交付決定の年月日、番号を記載し、「金額」欄には交付決定額（変更（達による変更を含む。）があっ 

たときは、変更後の額）を記載すること。 

６ 「交付金精算額」欄には、実施に係る交付基本額(Ｆ)に交付率(Ｇ)を乗じて得た額を記載すること。ただし、交付金の算出が他の方法によっている場合は、そ 

の方法により算出した額を記載し、かつ、「備考」欄にその算出方法を明記すること。 

  ７ 「地方創生推進交付金確定額」欄には、地方創生推進交付金（先駆タイプ）の確定額に10分の１を乗じて得た額を記載すること。 

８ 「法人から受けた寄附金」欄には、当該まち・ひと・しごと創生寄附活用事業を実施するために法人から受けた寄附金（交付対象経費に係る分）の実績額を記

載すること。 

９ 「交付事業に係る経費の債務確定額」欄中「支払済額」欄には、間接補助事業等の場合にあっては交付事業者が間接補助事業者等に交付する補助金等の支払済 

額を記載すること。 



別記第 104号様式その 1 

 

地 域 づ く り 総 合 交 付 金 精 算 書                      （ ハ ー ド 事 業 ） 

区分 

計          画 実          施 

交 
 

付 
 

率 

交付金の交
付の決定  

交付

金精

算額

  

交付

金領

収済

額  

交付金

精算額

に対す

る領収

未済額

   

（Ｎ－

Ｏ） 

交付事業に係る経

費の債務確定額 
     

不用額 

（Ｍ－

Ｎ）  

備考 

交付事

業に要

する経

費   

交付

対象

経費 

特定財

源とし

て扱う

寄付金

等   

差引

所要

額  

交付

基本

額  

交付事

業に要

した経

費   

交付

対象

経費 

特定財

源とし

て扱う

寄付金

等   

差引

所要

額  

交付

基本

額  

年月

日  

番号 

金額 

支払

済額 

支払

未済

額  

計 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円   円 円 円 円 円 円 円 円  

                      

                      

                      

                      

合計                      

注 １ 「区分」欄には、事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該交付事業において区分すべきこととされている

事項）を記載すること。 

２ 「計画」欄には、申請の際の額（変更の承認（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

３ 「交付金の交付の決定」欄中「年月日番号」欄には当初の交付決定の年月日、番号を記載し、「金額」欄には交付決定額

（変更（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

４ 「交付金精算額」欄には、実施に係る交付基本額(Ｊ)に交付率(Ｋ)を乗じて得た額を記載すること。ただし、交付金の算

出が他の方法によっている場合は、その方法により算出した額を記載し、かつ、「備考」欄にその算出方法を明記すること。 

５ 「交付事業に係る経費の債務確定額」欄中「支払済額」欄には、間接補助事業等の場合にあっては交付事業者が間接補助

事業者等に交付する補助金等の支払済額を記載すること。 



別記第 104号様式その２ 
 

地 域 づ く り 総 合 交 付 金 精 算 書                      （ハード事業：まち・ひと・しごと創生寄附活用事業） 

区分 

計          画 実          施 

交 
 

付 
 

率 

交付金の交
付の決定  

交付

金精

算額

  

法人

から

受け

た寄

附金

額 

 

 

 

 

(Ｊ

－

Ｏ) 

交付金

再精算

額 

(ＮとＰ 

のいずれ

か低い

額) 

交 付

金 領

収 済

額   

 

交付金

再精算

額に対

する領

収未済

額    

（Ｑ－

Ｒ） 

交付事業に係る経
費の債務確定額 

     
不用額 

（Ｍ－

Ｑ）  

備考 

交付事

業に要

する経

費   

交付

対象

経費 

特定財

源とし

て扱う

寄付金

等   

差引

所要

額  

交付

基本

額  

交付事

業に要

した経

費   

交付

対象

経費 

特定財

源とし

て扱う

寄付金

等   

差引

所要

額  

交付

基本

額  

年月

日  

番号 

金額 

支 払 

 

済 額 

支払

未済

額  

計 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ Ｕ Ｖ Ｗ 

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円   円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円  

                         

                         

                         

                         

合計                         

注 １ この様式は、地域づくり総合交付金の実績報告をする事業が、まち・ひと・しごと創生寄附活用事業である場合に使用すること。 

２ 「区分」欄には、事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該交付事業において区分すべきこととされている事項）を記載す

ること。 

３ 「計画」欄には、申請の際の額（変更の承認（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

４ 「交付金の交付の決定」欄中「年月日番号」欄には当初の交付決定の年月日、番号を記載し、「金額」欄には交付決定額（変更（達による

変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

５ 「交付金精算額」欄には、実施に係る交付基本額(Ｊ)に交付率(Ｋ)を乗じて得た額を記載すること。ただし、交付金の算出が他の方法に

よっている場合は、その方法により算出した額を記載し、かつ、「備考」欄にその算出方法を明記すること。 

６ 「法人から受けた寄附金」欄には、当該まち・ひと・しごと創生寄附活用事業を実施するために法人から受けた寄附金（交付対象経費に

かかる分）の実績額を記載すること。 

７ 「交付事業に係る経費の債務確定額」欄中「支払済額」欄には、間接補助事業等の場合にあっては交付事業者が間接補助事業者等に交付

する補助金等の支払済額を記載すること。 



別記第105号様式 

 

地域づくり総合交付金 精算書 

区分 

計           画 実           施 

交 
 

付 
 

率 

交付金の交
付の決定 交付

金 

精算

額 

交付

金 

領収

済額 

交付金

精算額
に対す
る領収

未済額 
（Ｎ－

Ｏ） 

交付事業に係る 
経費の債務確定額 

不用額 

（Ｍ－

Ｎ） 

備考 交付に

要する

経費 

寄附金
その他

の収入 

交付 

対象

経費 

交付基

準によ

り算出

した額 

交付

基本

額 

交付事

業に要

した経

費 

寄附金
その他

の収入 

交付

対象

経費 

交付基

準によ

り算出

した額 

交付

基本

額 

年月

日 

番号 

金額 

支払 

 

済額 

支払

未済

額 

計 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ Ｓ Ｔ  

 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円   円 円 円 円 円 円 円 円  

                      

                      

                      

                      

合計                      

 注 １ 「区分」欄には、交付事業の名称（必要があるときは、細分された項目等当該交付事業において区分すべきこととされて

いる事項）を記載すること。 

   ２ 「計画」欄には、申請の際の額（変更の承認（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

   ３ 「交付金の交付の決定」欄中「年月日番号」欄には当初の交付決定の年月日、番号を記載し、「金額」欄には交付決定額

（変更（達による変更を含む。）があったときは、変更後の額）を記載すること。 

   ４ 「交付金精算額」欄には、実施に係る交付基本額(Ｊ)に交付率(Ｋ)を乗じて得た額を記載すること。ただし、交付金の算

出が他の方法によっている場合は、その方法により算出した額を記載し、かつ、「備考」欄にその算出方法を明記すること。 

   ５ 「交付事業に係る経費の債務確定額」欄中「支払済額」欄には、間接補助事業の場合にあっては交付事業者が間接補助事

業者に交付する補助金等の支払済額を記載すること。 

 



別記第108号様式 

 

事 業 精 算 書                      

 事業（事務）名             

 収 入 の 部 

科             目 予 算 額 
精 算 額 

内 訳 
備 考 

款 項 目 節 当 初 更正後の額 収入済額 収入未済額 

    
円 円 円 円 円 

 

 支 出 の 部 

科             目 予 算 額 
精 算 額 

内 訳 
不 用 額 備考 

款 項 目 節 当 初 更正後の額 支出済額 支出未済額 

    
円 円 円 円 円 円 

 

 上記のとおり精算したことを証明します。 

     年  月  日 

○○市（町村）長 （氏      名）   

 注 １ この様式には、当該交付事業に要した経費のみを記載すること。 

   ２ 「科目」欄の区分は標準を示したものであり、交付金の交付を受けた者における通常の予算及び決算の区分がこれと異な

るときは、それぞれ補助事業者等の区分に従い記載して差し支えないこと。 

   ３ 「予算額」欄中「更正後の額」欄には、交付事業者の議決機関等における最終の更正後の額（予算の流用による更正後の

額を含む。）を記載すること。 

   ４ 「収入未済額」及び「支出未済額」欄には、債権又は債務が確定している額を記載し、かつ、債務者又は債権者の住所氏

名を「備考」欄に記載すること。 

   ５ 交付事業者が市町村である場合は、「収入の部」には当該交付事業に係る特定財源のみを記載し、備考欄に予算の区分

（一般会計又は特別会計）を記載すること。 

   ６ 「不用額」欄には、「更正後の額」（更正していない場合は、「当初」）欄に記載した額から「精算額」欄に記載した額を控

除した額を記載すること。 

   ７ 市町村以外の者がこの様式を使用する場合は、この様式中「○○市（町村）長（氏名）」を訂正して使用すること。 



別記第 111号様式（小規模土地改良事業）  

交  付  事  業  遂  行  計  画  書  

区  分
 

又  は
 

事業種類
 

工種 

実 施 計 画          平 成    年 度 で き 高                  翌 年 度 繰 越 額           

交付金概算 

払受領額  
備   考

 

事業量 事業費
    交付金

 

事業量
    

             

交付金
 

事業量
 

事業費
    交付金

 

事業費
    

 
支出済額 支出未済額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

完了予定年月日 

 

 

  年 月 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

      

 

 

 

 

   

   

 

 

 

       

 

 

 

 

       

 

 

 

 

   

   

 

 

 

    

   

 

 

 

       

 

 

 

 

       

 

 

 

 

     

  

 

 

 

      

 

 

 

 

     

  

 

 

 

       

 

 

 

 

       

 

 

 

 

       

 

 

 

注  「区分又は事業種類」欄は、さらに費目ごとに分けて記載すること。                           



別記第112号様式 

 

請 負 （ 委 託 ） 調 書 （ 小 規 模 土 地 改 良 事 業 ） 

工種 

施行 

 

 

箇所 

事業 

 

 

量 

設計 

 

 

金額 

設計

責任

者職

氏名 

契約 

 

 

金額 

契約

年月

日 

契約方式 

競争・ 

（随契の）

別 

請負人

住 所 

氏 名 

工期 

着 工

年月日

完 成

年月日 

監督

員職

氏名 

完成検査 工事費等の支払方法 

備考 
年月日 

検査

員職

氏名 

年月日 金額 支払方法 

                  

 注１ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良事業）に要した経

費に係る交付金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

  ２ 請負（委託）契約１件ごとに記載すること。 

  ３ 契約を変更した場合は、「設計金額」、「契約金額」及び「契約年月日」欄に変更前のものを上段に括弧書きで記載すること。 

  ４ 「工種」欄は別記第36号様式と同様に記載すること。 

  ５ 「施行箇所」欄には、暗きょ排水、客土、区画整理、農地造成等にあっては工区名を記載すること。 

  ６ 「工期」欄には、請負（委託）契約書の工期を記載すること。 

  ７ 「請負人住所氏名」欄に記載する住所は、市町村名とする。 

  ８ 「監督員職氏名」欄には、補助監督員も記載すること。 

  ９ 「支払方法」欄には、口座振替、小切手、現金等と記載すること。 



別記第113号様式（小規模土地改良事業） 

 

直 営 調 書 （ 支 給 品 費 ）                      

工 種 品 名 規 格 数 量 単 価 金 額 購 入 年 月 日 支 払 年 月 日 支 払 先 備 考 

    
円 円 

    

 注１ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良事業）に要した経

費に係る交付金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

  ２ 「工種」欄は、別記第36号様式と同様に記載し、工種ごとに計を付すこと。 



別記第114号様式（小規模土地改良事業） 

 

直営工事調書（材料費、労務費、役務費、需用費等） 

工  種 名  称 数  量 単  価 金  額 支払年月日 支 払 先 備  考 

   円 円    

 注１ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良事業）に要した経

費に係る交付金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

  ２ 「工種」欄は、別記第36号様式と同様に記載し、工種ごとに計を付すこと。 

  ３ 「名称」欄には、職種、品名等を記載すること。 



別記第115号様式（小規模土地改良事業） 

 

直営調書（工事雑費、事務（雑）費、その他） 

品名又は名称 数  量 単  価 金  額 支払年月日 支 払 先 備  考 

  
円  円  

   

 注１ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良事業）に要した経

費に係る交付金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

  ２ 工事雑費、事務（雑）費及びその他ごとに区分して記載し、それぞれ計を付すこと。 

 



別記第116号様式（小規模土地改良事業） 

 

用   地   買   収   調   書 

工種 

所  有  者 買  収  地 

買収面積 単価 金額 用途 契約年月日 登記年月日 支払年月日 備考 

住所 氏名 所在 地番 地目 

       円 円      

              

              

              

              

 注１ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良事業）に要した経

費に係る交付金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

 ２ 「工種」欄は、別記第36号様式と同様に記載し、工種ごとに計を付すこと。 

 ３ 「地目」欄には、現況地目を記載すること。 

  ４ 土地に関する所有権以外の権利の消滅に要した経費についても記載するものとし、「備考」欄に消滅した権利の名称を付記

すること。 

  ５ 土地の所有権の価格と所有権以外の価格とを分離することが困難なときは、「金額」欄には分離しない価格を記載し、「備

考」欄にその旨付記すること。 



別記第117号様式（小規模土地改良事業） 

 

補 償 費 調 書                

工種 

補償物件 

 

又は権利 

補償物件 

又は権利 

の所在地 

被補償者 

 

住所氏名 

数  量 単  価 金  額 

契 約 

 

年月日 

補償物件の

移 転 等 

確認年月日 

権利の登 

 

記年月日 

支 払 

 

年月日 

備 考 

     
円 円 

     

 注１ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良事業）に要した経

費に係る交付金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

  ２ 「工種」欄は、別記第36号様式と同様に記載し、工種ごとに計を付すこと。 

  ３ 「補償物件又は権利」欄には、立毛等の補償にあってはその作物名を、移転補償にあってはその対象物件名を記載すること。 



別記第118号様式（小規模土地改良事業） 

 

船 舶 及 び 機 械 器 具 費 調 書                      

区 分 品名及び名称 規格、形式、寸法等 数 量 単 価 金 額 取得年月日 耐 用 年 数 備   考 

     

円 

 

円 

   

 注１ この様式は地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良事業）に要した経費

に係る交付金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

  ２ 「区分」欄には、購入、借上げ、運搬、据付け、撤去等を記載すること。 

  ３ 借上げの場合は、「備考」欄にその期間を記載すること。 



別記第119号様式（小規模土地改良事業） 

 

取 得 財 産 台 帳                      

事 業 名 地区名 

事 業 

 

主 体 

名 称 

形 状 

 

寸 法 

数 量 単 価 取得金額 

検 収 又 は 

 

取得年月日 

処分制限期間 処分の状況 

備  考 

耐用年数 
処分制限 

年 月 日 

処分の種別 処分年月日 
交 付 金 

返 還 額 

      円 円      円  

 注１ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良事業）に要した経

費に係る交付金に関し実績報告をする場合に使用すること。 

  ２ この様式は、交付金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第225号）第13条に定める財産につい

て記載すること。 

  ３ 「処分制限年月日」欄には、処分制限の終期を記入すること。 

  ４ 「処分の種別」欄には、譲渡、交換、貸付、担保提供等別に記入すること。 

  ５ 「備考」欄に、当該事業に係る交付率等を記載すること。 

  ６ 数年に渡って施工する施設については、完成した年度において記載するものとし、「備考」欄にその施工期間を記載するこ

と。 



別記第120号様式（小規模土地改良事業） 

 

残 材 料 調 書                      

地   区   名 名   称 形状寸法 数  量 単  価 金  額 
検 収 又 は 

取得年月日 
備   考 

    
円 円 

  

 注 この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良事業）に要した経費

に係る交付金に関し実績報告をする場合に使用すること。 



別記第121号様式 

 

交 付 事 業 明 細 書                

（ 小 規 模 林 道 整 備 事 業 ） 

（単位：円）  

費目及び工種別 単位 
当初設計 出来高 比較増減（△） 

備考 
数 量 金  額 数 量 金  額 数量 金額 

直

 

 

接

 

 

工

 

 

事

 

 

費 

切 土 工 ｍ3        

盛 土 工 ｍ3        

土 羽 工 ㎡        

路 盤 工 ｍ3        

舗 装 工 ㎡        

コンクリート 
擁 壁 工 

(箇所) 

ｍ ｍ3 

       

その他擁壁工 (箇所) 

ｍ ｍ3 

       

橋りょう工 (箇所) 

ｍ 

       

排水施設工 (箇所)        

路側保護工 (箇所) 

ｍ 

       

法面保護工 (箇所) 

㎡ 

       

ず い 道 工 (箇所) 

ｍ 

       

防護施設工 (箇所) 

ｍ 

       

標 識 工 (箇所)        

直接工事費 (小計)        

諸 経 費 等        

本 工 事 費 ( 計 )        

測 量 及 び 試 験 費        

用 地 費 及 び 補 償 費        

工 事 雑 費        

事 務 雑 費        

事 業 費 ( 計 )        

交 付 事 業 費 ( 合 計 )        

 注 この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備
事業・小規模林道整備事業）に要した経費に係る交付金に関し実績報告をする場合に
使用すること。 



別記第122号様式 

 
予 算 経 理 状 況 調 書  

（ 小 規 模 林 道 整 備 事 業 ） 

  

１ 収入明細 

年 月 日 費 目 金  額 年 月 日 費 目 金  額 

  円   円 

      

      

      

 
 ２ 支出明細 

 支 出 負 担 行 為 支     出 

債 権 内 容 
当初契約、変更契約額、 

前金払、概算払、精算払 年 月 日 金 額 年 月 日 
(予定年月日) 

金 額 

( 予 定 額 ) 
 (１)本工事費 

  円  円   

      

      

      

 (２)測量及び試験費 

       

      

      

 (３)用地費及び補償費 

       

 費 目 債 権 者 
支出負担
行為年月
日 

支 出 年 月 
日（予定年
月日）   

支出額 

（予定額） 

債権内容（品目、名称、規格、品

質、数量、単位、金額） 

交付対象額 否認の内 

容 
 (４)工事雑費 

     円  円  

         

         

 (５)事務雑費 

     円  円  

         

         

 

注 この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備

事業・小規模林道整備事業）に要した経費に係る交付金に関し実績報告をする場合に

使用すること。 



別記第123号様式 

 

工 事 （ 事 務 ） 雑 費 内 訳 

 （ 小 規 模 治 山 事 業 ） 

品名及び名称 数量 単価 金額 支出負担行為年月日 

支払年月日 

 

（予定年月日） 

支払先 備  考 

  
円 円 

    

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

 注 この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備

事業・小規模治山事業）に要した経費に係る交付金に関し実績報告をする場合に使用

すること。 



別記第124号様式その1 

 

 

 

    年度 

○○地区船揚場整備事業精算書                

          年  月  日 

事業主体 住所                

     氏名（法人の場合は、法人の
名称及び代表者の氏名）    

 

注 １ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤

整備事業・船揚場整備事業）に要した経費に係る交付金に関し、実績報告をする

場合に使用すること。 

２ この様式には、申請の際の設計図の例により作成した完成図を添付すること。

都 道 府 県 指 定 地 域 名 事 業 種 目 助 成 区 分 

  船揚場整備事業 補   助 



別記第124様式その２ 

 

１ 精算説明書 

事 業 種 目 

 
事 業 実 施 

箇 所 

 

事 業 量 

及 び 経 費 

 

工 事 の 

概 要 

 

就 労 

人 員 数 

職 

工 

延べ員数 

人 頭 数 

人 

人 

人 
夫 

延べ員数 

人 頭 数 

人 

人 

合 

計 

延べ員数 

人 頭 数 

人 

人 

施 行 方 法 

 

施 工 期 間 
着 
工 

年  月  日 
完 

成 

年  月  日 

延
べ
日
数 

日 

備 考 

 

 注 １ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤

整備事業・船揚場整備事業）に要した経費に係る交付金に関し、実績報告をする

場合に使用する。 

   ２ 就労人員数中延べ員数は、出役日数を単位とし、歩の増減には無関係であるの

で、記載の際は注意すること。例えば、1.2人又は0.5人は、いずれも１人として

計算すること。 

   ３ 就労人員数中人頭数は、出役した人数を記載すること。 

   ４ 施工期間については、準備作業に着手した日を着工年月日とし、工事の完成し

た日を完成年月日として記載すること。また、延べ日数については、着工から完

成までの期間を通算し、休日を差し引かない日数を記載すること。 

   ５ 管理主体を「備考」欄に記載すること。 

   ６ 設計変更のあった場合は、その旨を「備考」欄に記載すること。 

 



別記第124様式その３ 

 

２ 設計実施対照表 

工 種 又 は  

費 目  

設     計 実     施 増     減 

数量 単価 金 額 数量 単価 金 額 数量 単価 金 額 

  円 円  円 円  円 円 

          

          

          

          

          

          

          

          

計          

 注 １ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤

整備事業・船揚場整備事業）に要した経費に係る交付金に関し、実績報告をする

場合に使用すること。 

   ２ 単価については、金額を数量で除した商（円以下四捨五入）を記載すること。 

   ３ 設計変更のあった場合は、その最後の数量及び金額を記載すること。 



別記第124号様式その４ 

 

 ３ 経費精算内訳書 

工種又は費目 数  量 単 位 単  価 金  額 備   考 

   円 円  

      

      

      

      

      

      

      

      

      

計 
     

 注 １ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤

整備事業・船揚場整備事業）に要した経費に係る交付金に関し、実績報告をする

場合に使用すること。 

   ２ 単価については、金額を数量で除した商（円以下四捨五入）を記載すること。 



別記第124号様式その５ 

 

 ４ 精算明細書 

工 事 種 類 数 量 単 位 金 額 

備 考 

平均単価 そ の 他 

   円 円  

      

      

      

      

      

      

      

計 
     

 注 １ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤

整備事業・船揚場整備事業）に要した経費に係る交付金に関し、実績報告をする

場合に使用すること。 

   ２ 「工事種類」欄は、申請の場合の明細書及び単価表における区分と同一の区分

により記載すること。 

   ３ 「平均単価」欄には、総金額を総数量で除した商（円以下四捨五入）を記載す

ること。 



別記第124号様式その６ 

 

 ５ ○○精算単価表 

構    造 
 

備       考 

名    称 寸 法 数 量 単位 金 額 
平 均 

単 価 

平均単価

による算

出数量 

その他 

    円 円   

        

        

        

        

計 
       

 注 １ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤

整備事業・船揚場整備事業）に要した経費に係る交付金に関し、実績報告をする

場合に使用すること。 

   ２ この様式は、実績報告をする場合で、精算明細書（総政第74号様式その５）の

みではその内容が明確にできない複雑なものの場合に使用すること。 

   ３ この様式の標題の○○には、種別を記載すること。 

   ４ 「構造」欄には、コンクリート又はモルタルに関しては配合比を記載すること。 

   ５ 「平均単価」欄には、総金額を延べ人員又は総数量で除した商（円以下四捨五

入）を記載すること。 

   ６ 職工、人夫については、「数量」欄を空欄とし、平均単価をもって算出した延

べ人員を「平均単価による算出数量」欄に記載すること。 

   ７ この様式は、請負に付したときは作成する必要がない。 



別記第124号様式その７ 

 

 ６ 工事雑費明細書 

名     称 摘 要 数 量 単位 単 価 金 額 備      考 

    円 円  

       

       

       

       

       

       

       

       

       

 
      

 注 １ この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤

整備事業・船揚場整備事業）に要した経費に係る交付金に関し、実績報告をする

場合に使用すること。 

   ２ 同一品種のものは、その数量、金額とも合計した数値を記載すること。したが

って、単価は、金額を数量で除した商を記載することとなる。 



別記第124号様式その８ 

 

 ７ 機械器具材料購入費調 

品     目 
型式、銘柄、 

品質、等級  
数 量 単 価 金 額 備    考 

   円 円  

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 注 この様式は、地域づくり総合交付金事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備

事業・船揚場整備事業）に要した経費に係る交付金に関し、実績報告をする場合に使

用すること。 



別記第 129 号様式 

                                                  第                  号 

                                                 年  月  日 

 

 

 北海道〇〇総合振興局・振興局  様 

 

 

                                        交付事業者                

                                       （団体等名及び代表者氏名） 

 

地域づくり総合交付金に係る消費税等仕入控除税額について 

 令和  年  月  日付け（記号）第  号指令で交付金の交付決定を受けた     事

業について、同指令条件第  項の規定に基づき、次のとおり報告します。 

記 

１ 交付金の確定額                                   金       円 

 

２ 交付金の確定時における消費税等仕入控除税額          金       円 

 

３ 消費税及び地方消費税の確定申告に伴う交付金 

  に係る消費税等仕入控除税額                  金       円 

   

４ 要交付金返還相当額（３－２）                        金       円 

 

５ 当該交付金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載 

     〔                                   〕 

 (注) 消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記

載すること。 

 

６ 当該交付金に係る消費税等仕入控除税額がない場合、その理由を記載 

     〔                                   〕 

 

  (注) 記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。 

    なお、交付事業者が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付するこ

と。  

  ・免税事業者の場合は、交付事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所

得税）確定申告書の写し（税務署受付済みのもの）及び損益計算書等、売上高を確認でき

る資料 

  ・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、交付事業実施年度における消費税確定申告

書（簡易課税用）の写し（税務署受付済みのもの）    

  ・２割特例の適用を受ける事業者の場合は、交付事業実施年度における「税額控除に係る経

過措置の適用（２割特例）を選択した消費税確定申告書の写し（税務署受付済みのもの） 



  ・交付事業者が消費税法第 60 条第 4 項に定める法人等である場合、同項に規定する特定収入

割合が５パーセントを超えることを確認できる資料 

 

本件責任者 氏名・連絡先  

担 当 者 氏名・連絡先  

 

 

注１ 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。 

２ 間接補助事業等の場合にあっては、集計表（各事業実施主体ごとの１から６までの事項を

記載した書面及び別記第 129 号様式別紙）を添付すること。 



別記第 129 号様式別紙 
地域づくり総合交付金に係る消費税等仕入控除税額の内訳  

 
                                                 交付事業者 

 

 

 

 

 

 課税売上割合 95％以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 個別対応方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一括比例配分方式 

 

 

 

 

 

 課税売上割合 

 

 

     ％ 

 

 

 

 

 

 

 

 区 分 

 

 

 

 交付対象 

 

 経  費 

    ① 

 

① の 内 訳 

 

 ②のうち 

 消 費 税 等 

 相 当 額 

    ③ 

 

③ の 内 訳 

 

 仕入控除 

 

 税  額 

    ⑥ 

 

 

補助率等 

 

   ⑧ 

 

交付金に 

係る消費税等

仕入控除税額 

  ⑦×⑧ 

 

 課税対象 

    ② 

 

 非 課 税 

 

 

 課税売上 

 対応 ④ 

 

 共通売上 

 対応 ⑤ 

 

 非 課 税 

 売上対応 

 

 

 

 
     円 

 

 
     円 

 

 
     円 

 

 
     円 

 

 
     円 

 

 
     円 

 

 
     円 

 

 
     円 

 

 
    ％ 

 

 
      円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ⑦ 

 

 

 

 

 

 

 

 
注１ 「③の内訳」欄については、課税売上割合が 95％未満の事業者で個別対応方式を採用している場合のみ記載すること。 
 ２ 「仕入控除税額」欄の算出は、次のとおりとする。 

 (1) 課税売上高が５億円以下、かつ課税売上割合が 95％以上の事業者の場合・・・③＝⑥ 
(2) 課税売上高が５億円超え、又は課税売上割合が 95％未満の事業者で個別対応方式を採用している場合・・・④＋［⑤×（課税売上割合）］ 
(3) 課税売上高が５億円超え、又は課税売上割合が 95％未満の事業者で一括比例配分方式を採用している場合・・・③×（課税売上割合） 



別記第 130号様式 

 

○○○第      号 

    年  月  日 

 

 

○○総合振興局長・振興局長 様 

 

 

交付事業者名  

 

 

   地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）により取得した施設等に係る 

財産処分について 

 標記について、○○年度地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）交付要綱の規定

に基づき、別紙の財産処分に係る承認について申請します。 

 

 

 

 

本件責任者  氏名・連絡先 

担 当 者  氏名・連絡先 

 

 

注 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。 

  



別記第 130号様式 別紙 

 

１ 処分の種類（該当するものに○で囲うこと） 

  転用  有償譲渡  有償貸付  無償譲渡  無償貸付  交換  抵当権の設定 

取壊し又は廃棄 

 

２ 処分の概要（財産処分に係る次の項目について記載すること） 

（１）交付事業名（処分の対象となる地域づくり推進事業の構成事業名） 

（２）交付事業者 

（３）間接補助事業者（間接補助の場合のみ） 

（４）施設等名 

（５）所在地 

（６）施設等種別 

（７）建物構造 

（８）処分に係る建物面積 

（９）建物延面積の全体 

（10）定員 

（11）道交付金額（処分に係る部分の額） 

（12）道交付金額総額 

（13）総事業費 

（14）道交付年度 

（15）減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和 40 年大蔵省令第 15 号)で定める耐用年数 

（16）経過年数 

（17）処分の内容 

（18）処分予定年月日 

（19）譲渡・貸付予定額（有償の場合） 

（20）評価額 

（21）評価額の算出方法（該当するものを○で囲うこと） 

定率法 ・ 定額法 ・ 不動産鑑定額 

 

３ 経緯及び処分の理由 

 

４ 承認にあたっての財産処分納付金の納付（ 必要 ・ 不要 ） 

・不要の場合、地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）交付要綱又は道交付指令 

文に定める財産処分納付金の納付を要しない場合の該当項目の内容を以下に記載する

こと 

 

５ 添付資料 

 ・対象施設等の図面（道交付金対象部分、面積を明記したもの）及び写真 

・道交付指令書及び額の確定通知書の写し（保存されていない場合は交付額を確認 

できる書類） 

・担保に供する処分の場合は、申請者の財務諸表及び抵当権設定後の返済計画 

 ・その他参考となる資料  



（記載要領） 

 

２ 処分の概要 

 

・「（５）施設等種別」欄には、交付金額の確定時の交付対象施設（設備）名を記載する

こと。 

 

・「（６）建物構造」欄には、鉄骨鉄筋コンクリート、鉄筋コンクリート、ブロック造、

鉄骨造、れんが造、石造等建物構造について記載すること。 

 

・「（16）処分の内容」欄には、次の例のように、財産処分の内容を簡潔に記載すること。 

例：○○施設を□□施設（定員○名）に転用。 

   ○○施設の一部を転用し、○○施設（定員○名）と□□施設（定員○名）に変更。 

    ○○施設の余裕部分（○○室）を□□事業を行う場所に転用。 

    財団法人○○に譲渡し、同一事業・定員で継続。 

    ○○設備が故障し修理不能となったため廃棄し、代替設備を自己資金で購入。 

 

・「（19）評価額」欄には、不動産鑑定額又は残存簿価（減価償却後の額）を記載し、「（20） 

評価額の算出方法」欄では、当該評価額の算出方法等（定率法、定額法又は不動産鑑

定額）を○で囲むこと。 

 

３ 経緯及び処分の理由 

当該処分が公序良俗に反しないこと及び法令等に抵触しないこと、また、当該処分が地

域における関係施策の推進に支障がなく、地域住民間の対立等、地域内に混乱を招くこと

がないことも確認し、その旨記載すること。 

 

４ 承認にあたっての財産処分納付金の納付 

財産処分を承認するにあたり、財産処分納付金の納付を要する場合は「必要」に、納付

を要しない場合は「不要」を○で囲むこと。「不要」の場合は必要事項を記載すること。 



別記第 131号様式 

 

○○○第      号 

  年  月  日 

 

 

○○総合振興局長・振興局長 様 

 

 

交付事業者名 

 

 

   地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）により取得した施設等に係る 

財産処分の報告について 

 標記について、○○年度地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）交付要綱の規定

に基づき、別紙のとおり財産処分について報告します。 

 

 

 

 

 

本件責任者  氏名・連絡先 

担 当 者  氏名・連絡先 

 

 

注 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。 

 

  



別記第 131号様式 別紙 

 

１ 処分の種類（該当するものを○で囲うこと） 

  転用  有償譲渡  有償貸付  無償譲渡  無償貸付  交換  抵当権の設定 

取壊し又は廃棄 

 

２ 処分の概要（財産処分に係る次の項目について記載すること） 

（１）交付事業名（処分の対象となる地域づくり推進事業の構成事業名） 

（２）交付事業者 

（３）間接補助事業者（間接補助の場合のみ） 

（４）施設等名称 

（５）所在地 

（６）施設等種別 

（７）建物構造 

（８）処分に係る建物延面積 

（９）建物延面積の全体 

（10）定員 

（11）道交付金相当額（処分に係る部分の額） 

（12）道交付金額総額 

（13）総事業費 

（14）道交付年度 

（15）減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和 40 年大蔵省令第 15 号)で定める耐用年数 

（16）経過年数 

（17）処分の内容 

（18）処分予定年月日 

（19）譲渡・貸付予定額（有償の場合） 

（20）評価額 

（21）評価額の算出方法（該当するものを○で囲うこと） 

定率法 ・ 定額法 ・ 不動産鑑定額 

 

３ 経緯及び処分の理由 

 

４ 処分にあたっての財産処分納付金の納付（ 必要 ・ 不要 ） 

・不要の場合、地域づくり総合交付金（地域づくり推進事業）交付要綱又は道交付指令 

文に定める財産処分納付金の納付を要しない場合の該当項目の内容を以下に記載する

こと 

   

５ 添付資料 

 ・対象施設等の図面（道交付金対象部分、面積を明記したもの）及び写真 

・道交付指令書及び額の確定通知書の写し（保存されていない場合は交付額を確認 

できる書類） 

・担保に供する処分の場合は、申請者の財務諸表及び抵当権設定後の返済計画 

 ・その他参考となる資料  



（記載要領） 

 

２ 処分の概要 

 

・「（５）施設等種別」欄には、交付金額の確定時の交付対象施設（設備）名を記載する

こと。 

 

・「（６）建物構造」欄には、鉄骨鉄筋コンクリート、鉄筋コンクリート、ブロック造、

鉄骨造、れんが造、石造等建物構造について記載すること。 

 

・「（16）処分の内容」欄には、次の例のように、財産処分の内容を簡潔に記載すること。 

例：○○施設を□□施設（定員○名）に転用。 

   ○○施設の一部を転用し、○○施設（定員○名）と□□施設（定員○名）に変更。 

    ○○施設の余裕部分（○○室）を□□事業を行う場所に転用。 

    財団法人○○に譲渡し、同一事業・定員で継続。 

    ○○設備が故障し修理不能となったため廃棄し、代替設備を自己資金で購入。 

 

３ 経緯及び処分の理由 

当該処分が公序良俗に反しないこと及び法令等に抵触しないこと、また、当該処分が

地域における関係施策の推進に支障がなく、地域住民間の対立等、地域内に混乱を招く

ことがないことも確認し、その旨記載すること。 

 

４ 処分にあたっての財産処分納付金の納付 

  処分にあたり、財産処分納付金の納付を要する場合は「必要」に、納付を要しない場

合は「不要」を○で囲むこと。「不要」の場合は必要事項を記載すること。 



別記第132号様式（小規模土地改良事業） 

 

財 産 処 分 承 認 申 請 書 

 

                    令和  年  月  日 

 

 北海道  総合振興局・振興局長  様 

 

 

               住 所 

         交付事業者等    法人の場合は、法人の 
               氏 名                       
                                      名称及び代表者の氏名       

 

 令和  年  月  日付け（記号）第   号指令の地域づくり総

合事業（地域づくり推進事業・地域産業基盤整備事業・小規模土地改良

事業）により取得した財産について、次のとおり処分したいので、承認

されたく申請します。 

記 

１ 事業名 

２ 地区名 

３ 物件名         （別紙１ 財産調書のとおり） 

４ 処分する理由      （別紙２ 処分理由書のとおり） 

５ 評価額  金     円（別紙３ 評価額調書のとおり） 

 

本件責任者  氏名・連絡先 

担 当 者  氏名・連絡先 

 

 

注 押印する場合は、本件責任者等の記載を要しないこと。 

 

                

              
                                             
                                     



別紙１ 

財  産  調  書 

物件名 

規格、 

形状又 

は寸法 

数 量 取得価格 
取 得 

 
年月日 

耐用年数 摘  要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 機械器具に

 ついては、運

 転時間、走行

 距離等を記載

 すること。 

 

 

２ 建物につい

 ては、所在 

 地、敷地所有

 者等を記載す

 ること。 

 

 

３ 土地につい

 ては、地番、

 地積、地目及

 び評価年月日

 を記載するこ

 と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
注１ 処分しようとする物件の写真を添付すること。 
 ２ 建物にあっては、平面図を添付すること。 
 ３ 土地にあっては、地積図を添付すること。 



別紙２ 

処 分 理 由 書 

項   目 内       容 

１ 交付事業開始年月日 

 

２ 交付事業完了年月日 

 

３ 処 分 の 方 法          

              

４ 処 分 の 理 由          

                

５ 処 分 後 の 措 置          

                 

処分後の所有者名及び使用方法を記載す

ること。 

何故処分する必要があるのか詳細に記載

すること。 

①目的外使用（有償、無償） ②譲渡（有 

償、無償） ③交換（等価差益、更新） 

④貸付（有償、無償） ⑤担保 ⑥物件転 

用 ⑦その他 

         ①～⑦の中から選択 

事業完了時の最終債権債務の確定日を記載

すること。ただし、事業が完了していない

場合には、「継続中」と記載すること。 

事業開始時の着手年月日を記載すること。 



別紙３ 

評 価 額 調 書 

 

令和   年  月  日調査  

区  分 数  量 金  額 交付金額     算 出 基 礎        

取 

 

得 

 

価 

 

格 

物件１ 

 

 

 

    円 

 

    円 

 

 

 

 

物件２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物件３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 
 

 

 

 

 

 

 

 

控 

 

除 

 

額 

物件１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物件２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物件３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 
 

 

 

 

 

 

評 

 

 

価 

 

 

額 

物件１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物件２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物件３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
注１ 評価額は、［取得価格－控除額］とする。 
 ２ 評価方法については、地方公共団体等の評価方法によること。 


